Consideration in the social background where active learning is requested by 長光, 太志
アクティブラーニングが要請される社会的背景の考察





















2 AL の定義と AL への期待


























この漸次的変化の中で，AL という概念が初めて提唱されるのは 1984 年である。具体的には
アメリカの国立教育研究所に設置された諮問的な研究グループがまとめた高等教育版の『学習へ
の関与』レポート（Study Group on the Conditions of Excellence in American Higher Educa-
tion 1984）の中にこの概念が登場する。その後，全米の高等教育改革に大きな影響を及ぼした
チッカリング・ギャムソンの「優れた教育実践のための 7つの原則」（Chickering & Gamson
1987）にも AL が登場したことで，この概念が広く全米へと普及した。ただし，学習概念とし
て丁寧な検討が加えられるのは，90 年代に入り，ボンウェルとアイソン（Bonwell & Eison








的な知の伝達ではなく，学生間の相互作用による知の創造へと転換する（溝上 2016 : 3-9）。それ
ゆえ，一方向的な情報伝達を前提とした講義ではなく，教師・生徒間の相互作用を活用する AL




る AL 推進の土壌を形成した要因の 1つも，やはり「大学の大衆化」だからだ。ただし，日本
の「大学の大衆化」は，米国よりもやや遅れて進行する。具体的には，日本の 4年制大学への進
















近代型能力からポスト近代型能力に移行していることを指摘する（本田 2005 : 22）。
また，同時期に，経済産業省の「社会人基礎力に関する研究会『中間取りまとめ』報告書」で
は「社会人基礎力」（経済産業省 2006）が，央教育審議会の「『学士課程教育の構築に向けて』









で提案されてきた。私はそれらを〈新しい能力〉と総称している」（松下 2014 : 91）とまとめた
上で，「後期近代を生き抜くために必要な能力として，多くの経済先進国で共通に，また初等・
中等教育から高等教育・職業教育，労働政策にいたるまでの幅広い範囲で，目標として掲げら

















































としての AL は，アメリカで AL が担った役割とはかなり異なる機能を期待されており，日本
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